
地方公務員等共済組合法施行令等

の改正案について

参考資料

資料１－２
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地方公務員等共済組合法の改正の概要
【地方公務員共済における非常勤職員への短期給付等の適用】

年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律における被用者保険（厚生年金・健康保険）の更な

る適用対象の拡大に併せて、国家公務員共済組合法が、被用者保険の適用対象である非常勤職員に対して、短期給付

（医療保険）・福祉事業（健康診査等）を適用するための改正を行う。

地方公務員共済制度は国家公務員共済制度との権衡が法律上求められているため、地方公務員等共済組合法を改正

し、同様の措置を講ずる。

【施行期日】 令和４年10月１日 （一部の改正事項を除く。）

改正の概要

○ 地⽅公務員等のうち被⽤者保険（厚⽣年⾦・健康保険）の適⽤対象である⾮常勤職員を地共済組合員とする。

○ 新たに地共済組合員となる⾮常勤職員に対して、短期給付（医療保険）・福祉事業（健康診査等）を適⽤する。

※ 当該⾮常勤職員には過去の適⽤拡⼤により既に厚⽣年⾦が直接適⽤されている。被⽤者年⾦⼀元化（平成27年
10⽉〜）により、公的年⾦としての地共済の⻑期給付は厚⽣年⾦となっているため、今回の改正では、短期給付・
福祉事業のみ適⽤する。

※ この他、年⾦の繰下げ受給の上限年齢の引き上げ（70歳→75歳）などの厚⽣年⾦保険法等の改正に伴う所要の
改正を⾏う。

※ 地⽅公務員等共済組合法の改正は、国家公務員共済組合法の改正と同様に、年⾦制度の機能強化のための
国⺠年⾦法等の⼀部を改正する法律に束ねる形で⼀本化。
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地方公務員共済組合制度の適用拡大の経緯

４

○ ⺠間企業における被⽤者保険の更なる適⽤拡⼤の状況を踏まえ、地⽅公務員
共済組合制度においても、短期給付・福祉事業について、短時間労働者に対し
て適⽤を拡⼤。

【地方公共団体等】

平成28年９月以前 現在 令和４年10月以後

ロ ハイ

：資料１－１、２（１）のイロハ
を参照してください。



○地方公務員等共済組合法（下線部は令和４年10月１日に施行される追加箇所）

（定義）
第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

一 職員 常時勤務に服することを要する地方公務員（地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一
号）第二十七条第二項に規定する休職の処分を受けた者、同法第二十九条第一項に規定する停職の処
分を受けた者、法律又は条例の規定により職務に専念する義務を免除された者その他の常時勤務に服
することを要しない地方公務員で政令で定めるものを含むものとし、臨時に使用される者（二月以内
の期間を定めて使用される者であつて、当該定めた期間を超えて使用されることが見込まれないもの
に限る。第百四十二条第一項及び第百四十四条の三第一項において同じ。）その他の政令で定める者
を含まないものとする。）をいう。

二～六 （略）
２～４ （略）

（組合員の資格の得喪）
第三十九条 職員となつた者は、その職員となつた日から、それぞれ第三条第一項各号又は第二項に規定

する組合の組合員の資格を取得する。
２・３ （略）

（長期給付の種類等）
第七十四条 （略）
２ 長期給付に関する規定は、次の各号のいずれかに該当する職員には適用しない。

一 常時勤務に服することを要しない職員で政令で定めるもの
二 臨時に使用される職員その他の政令で定める職員

３ 長期給付に関する規定の適用を受ける組合員がその適用を受けない組合員となつたときは、長期給付
に関する規定の適用については、そのなつた日の前日に退職したものとみなす。

４ 第二項の規定により長期給付に関する規定の適用を受けない組合員がその適用を受ける組合員となつ
たときは、長期給付に関する規定の適用については、そのなつた日に新たに組合員となつたものとみなす。

地方公務員等共済組合法の適用拡大（条文）
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○健康保険法（下線部及び二重取消線部は令和４年10月１日に施行される追加・改正箇所）

（定義）
第三条 この法律において「被保険者」とは、適用事業所に使用される者及び任意継続被保険者をいう。た

だし、次の各号のいずれかに該当する者は、日雇特例被保険者となる場合を除き、被保険者となることが
できない。
一 （略）
二 臨時に使用される者であって、次に掲げるもの（イに掲げる者にあっては一月を超え、ロに掲げる者
にあってはロに掲げる所定の定めた期間を超え、引き続き使用されるに至った場合を除く。）
イ 日々雇い入れられる者
ロ 二月以内の期間を定めて使用される者であって、当該定めた期間を超えて使用されることが見込ま
れないもの

三～八 （略）
九 事業所に使用される者であって、その一週間の所定労働時間が同一の事業所に使用される通常の労働
者（当該事業所に使用される通常の労働者と同種の業務に従事する当該事業所に使用される者にあって
は、厚生労働省令で定める場合を除き、当該者と同種の業務に従事する当該通常の労働者。以下この号
において単に「通常の労働者」という。）の一週間の所定労働時間の四分の三未満である短時間労働者
（一週間の所定労働時間が同一の事業所に使用される通常の労働者の一週間の所定労働時間に比し短い
者をいう。以下この号において同じ。）又はその一月間の所定労働日数が同一の事業所に使用される通
常の労働者の一月間の所定労働日数の四分の三未満である短時間労働者に該当し、かつ、イからニハま
でのいずれかの要件に該当するもの
イ 一週間の所定労働時間が二十時間未満であること。
ロ 当該事業所に継続して一年以上使用されることが見込まれないこと。
ハロ 報酬（最低賃金法（昭和三十四年法律第百三十七号）第四条第三項各号に掲げる賃金に相当する

ものとして厚生労働省令で定めるものを除く。）について、厚生労働省令で定めるところにより、
第四十二条第一項の規定の例により算定した額が、八万八千円未満であること。

ニハ 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第五十条に規定する高等学校の生徒、同法第八十三
条に規定する大学の学生その他の厚生労働省令で定める者であること。

２～13 （略）

地方公務員等共済組合法の適用拡大（条文）
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令和３年４⽉１⽇
○短期滞在の外国⼈に対する脱退⼀時⾦の⾒直し

令和４年４⽉１⽇
○60歳から64歳に⽀給される特別⽀給の⽼齢厚⽣年⾦を対象とした在職⽼齢年⾦制度について、⽀給停⽌とならない範囲を拡⼤
○在職中の⽼齢厚⽣年⾦受給者（65歳以上）の年⾦額を毎年改定
○現在60歳から70歳の間となっている年⾦の受給開始時期の選択肢を、60歳から75歳の間に拡⼤
○退職等年⾦給付の掛⾦取扱いの⾒直し
○年⾦給付の返還を受ける権利の時効の⾒直し
○退職等年⾦給付に短期滞在の外国⼈に対する脱退⼀時⾦が新設
○国⺠年⾦⼿帳から基礎年⾦番号通知書への切替え
○個⼈確定拠出年⾦（iDeCo）の受給開始時期等の選択肢の拡⼤

令和４年５⽉１⽇

○個⼈型確定拠出年⾦（iDeCo）の加⼊可能年齢の引上げ

令和４年10⽉１⽇

○短時間労働者の被⽤者保険の適⽤範囲の段階的な拡⼤（勤務期間・適⽤事業所規模（５００⼈超→１００⼈超））
○地⽅公務員等のうち被⽤者保険（厚⽣年⾦・健康保険）の適⽤対象である⾮常勤職員を地共済組合員とし、短期給付等を適⽤
○標準報酬等級の⾒直し

令和６年10⽉１⽇
○短時間労働者の被⽤者保険の適⽤範囲の段階的な拡⼤（適⽤事業所規模（１００⼈超→５０⼈超））

主な制度改正施⾏スケジュール
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